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1は じめに 一一fteeと分析視 角一 一
本学 経 営 学 部教 授 岩 内亮 一一,サ セ ッ ク・ス大 学 労 使 関 係 比 較 研 究 所 長 ・K.工McC6r血ick;サセ
ックス 大学 科 学 政 策 研 究 所 主 任 研 究 員PeterJ.Senkerなら び に筆 者(木 元進一郎)め4人 は,
"Meij董一SussexJoihtResearchProject"を組 織 し,「人的 資 源 と労使 関 係 の 国 際 比 較 研 究 一
日本 とイ ギ リスー 」 を 行 って きた。
こ の研 究 の課 題 な らび に 「日本 とイ ギ リス」 に 焦 点 を求 め た理 由 な どに つ いて は,筆 者 た ち
は,明 治 大 学 国際 交 流 セ ン タ ー 『明 治大 学 国際 交 流 基 金 事 業 報 告 書 』(1993年3月)で,つ ぎの
よ うに記 して お い た 。
「本研究は,社 会的風土,文 化的条件や諸慣行を異 にす る海外で,日 本の経常 システム,生 産方式や
労働 システムな どが どの よ うに根づ いてい るか,労 働 の弾力性が どのよ うに実現 され ているか,人 的
資源 の開発 と管理 とはどの よ うに行われてい るのか,企 業内労使関 係は どの ような状況なのか,な ど
に関 して在 日日本企業の状況 との対比で,そ の実態を明 らかに しょうとす るものであ る。 そ うす るこ
とによって,日 本的経営の 『普遍性』・『特殊性』 にかかわる議論にひ とつ の問題提起を行事 うとす る
ものである。以上 の課題に応え るために イギ リスに対象を求 めたのは,1992年EC統合にむけて 日本
がイギ リスを事業展開の拠 点 としつつあ ること,イ ギ リスにおけ る硬直的 なr職 域規制』や マルチ ・
ユ二才ニズム等を例証 として あげ るまで もな く,日 本 とイ ギ リスとは社会'・文化諸条件や労使横 行な
どの点で両極 に位す ることな どのためである」。
以上 の よ うな 課 題 を 明 らか にす べ く,そ れ 以 前 か らす す め て きた 予 備 的 研 究 を ふ まえ て1991
年7月 に渡 英 した 岩 内亮 一 と筆 者 は,KJ.マ ッ コ ミッ ク,J.センカ ー と合 流 して,・Sunderland
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Cumbemauld所在 のOki(UK)で の実 態 調査,な らび にLondon所 在 のToshibaCorpora-
tionEuropeOffice,Maidenhead所在 の:HitachiEuropeおよび 同Research&Development
Centerでの ヒヤ リン グを行 っ た。 「H本 的 経 営 」 の 日英 比 較研 究 とい う研 究 視 角 か らす れ ば,
在 英 日本企 業 の 実態 調 査 だ け で は不 十 分 で あ る。 そ こで,K.エ マ ヅ コ ミ ッ クの 乗 口を得 て,
の
前 記 在 英 日本 企 業 の 「親 企 業 」・と も言 うべ き在 日 日本企 業 の実 態 調 査 を行 った 、,
予 算,日 程 等 の 制 約 もあ り,調 査 対 象 企 業 は 以上 の よ うに 限 られ ざ るを得 な か った に して も,
調 査 項 目は,操 業 ま で の経 過,下 請 け 関 係1製 品 市 場 等 や,採 用 か ら解 雇 に い た る まで の 人 事
・労 務 管 理 ,個 別 的 労使 関 係 お よび 集 団的 労 使 関 係 の全 過 程 ・全 領 域 にわ た っ て い る。 紙 幅 の
関 係 上,調 査 対 象 のす べ て の 企 業 に つ い て,か つ す ぺ て の 調 査 項 目につ いて 検 討す る こ とは 到
底 容 易 で は な い し,"また概 観 して み て もさ ほ ど意 味 が あ る とは 思 わ れ な い。 そ こで ここで は,
在 英 日本企 業 に ・うい て は,Electrical,Electronic,TelecommunicationandPlumbingUnion
(電気 ・電子 ・電信 ・配管組合,EETPU,な お,92年3月 にAEUと 合併 してAEEUと な る)と 労
働 協 約 を締 結 して い るA企 業 とB企 業,お よび 労働 組 合 の 承 認 され て い な いC企 業iとD企 業 の
4つ の企 業 に限 定 した うえ で,(こ れ らの4つ の企業に限定 した理 由については後述)人 事 考 課=査
定 に焦 点 を あ わ せ て 若 干 の 分 析 を試 み る ことに した い。
数 多 く,の調 査 項 目の なか か ら人 事 考課=査 定 を選 ん だ 理 由の1つ め は,人 事 考 課=査 定 の 有
無 や あ りよ うは,労 働 力 の 利 用 や 労 使 関 係 の あ りよ ら と深 いか か わ りが あ り,労 働 力 利 用 の
「効 率 化 」 「弾 力化」,労 使 関 係 の 協 調 主義 化 の追 求 を 重 要 な 課題 と して い る 人 事 ・労 務 管 理 の
根 幹 的 な 位 置 に あ る'と考 え られ るか ら で あ る。 その2つ め は,シ ン グル ・ス テ イ タ ス(s董ngle
status)・八 一 モ ナ イ ゼ イ シ ョソ(harmonization)=ホワイ トカ ラー 労働 者 と ブル ー カ ラー労 働 者
との差 別 撤 廃,シ ン グル ・=一二オ ン(singletinion)=・単 一 組 合 交 渉,カ ンパ ニ ・メ ソバ ー ズ ・ボ
v一一・ド(companytnembers'board)等の 名 称 の 労 使 協 議 制,振 子 仲 裁(pendulumarbitration)およ
び それ に よ る 「ス トライ キ な し」(freestrike)条項,「 職 務 縄 張 り」(jobdemarcation)の緩 和
な い しは撤 廃 に よ る労 働 力利 用 の 「弾 力 化」(flexlb量lization)等々カミ,日本 企 業 の イ ギ リスへ の
ゆ
進 出に ともな って,各 方面か らの関 心 を喚起 し,そ れにつ いての研究がか な りの量 に達 してい
るの とに対照 的に,在 英 日本企業 におけ る人事考課 ・=査定,あ るいは1980年代初頭 以前は対
象外 とされて いた ブル ーカ ラー労働者へ の導入が よ うや くに して僅か なが らも増 加傾向を示 し
つつ あ るイ ギ リス企 業㊧人事考課=査 定 についての分析 は,か な らず しも十分 ではない よ うに
ゆ
考 え られ るか らである。
とはいえ,人 事考課=査 定 の規程や様 式な どの制度それ 自体 につ いてはあ る程 度の資料 を収
集 し得た として も,そ の運用 の実態 は一般 的に はほ とん どの企業,と りわけ 日本企業 では 「企
業秘密」 に属 し,人 事考課 搾査 定に もとつ く 「人事 デー タ」 は文字通 り 「マル秘」 とされて い
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くの
る。調査 対象企業 の きわ めて好意的 ・積極的 な調 査協 力に もかかわ らず ,入 手 し得 る情報 ・資
料 には,程 度 の差 こそあれ,お のずか ら限度があ ることは否 めない。 したが って,人 事考 課=
査定 につ いての たちいった分析,と りわけ国際的な比較研究 には,多 くの高 く厚 い障 壁が あ り,
容易で はない。 隔靴掻痒 の感 じもな くは ないが,こ こでは,事 例 を中心 に可能なか ぎ り実証的
に明 らかにす るとともに,そ の ことを通 .じて 「日本的」 といわれてい るものの特質,そ の 「普
遍性」 と 「特殊性」等 につ いての若 干の検討を試み る ことに したい。
ll人 事考課=査 定の 日本 とイ ギ リス
在英 日本企業 の事例に焦点をあわせた検討 を行 うまえに,そ のため の さ しあたっての必要 な
作業 と して,日 本 とイギ リスにおけ る人事考課=査 定のそれ劣れの状況 な り,特質 な りについ
て若干 明 らか に して お こ う。
(1)人 事考課 の実施 状況
労働省政策 調査部の 『雇用管理調査』(1988年)によれば,1988年1月現在で,5,000人以上
の企業で は調査対 象企 業の99・Oo/o,1,000人～4,999人で は98.4%,300人～999人では94.4
%,100人～299人では90・0%,30人～99人では76.1%の企 業で人事 考課=査 定が実施 され
てお り・100人以上の企業 での実施 率は企業規模 計(調査対象全企業)の80.9%をは るか に こえ
て い る(第2表 参照)・人事 考課=査 定を実施 してい る企 業の90.7%が,5,000人以上 の企業の
96.5%一 企業規模計 では90.7%の企業一 が,「配置適 正」,「昇進 ・降格」,「賞 与の査定」,
「給 与の査定」,「教育 訓練」 な どにあ た って,人 事考課=査 定を 「利用」 している。 それ ばか
りでは ない,人 事考課=査 定 の適用職 種 ・職位が,ホ ワイ トカ ラー労働者,ブ ル ーカ ラー労働
者 のいか んにかかわ りな く全ての 「本採 用 ・正規労働 者」 に までお よんでい る。
以上 の よ うにほ とん ど全 ての企 業 と言 って も過 言でないほ ど多数の企業が導 入 し,活 用 し,
しか もそ の対象 と して 「木採用 ・正規労働者」 の全員が カバーされ てい るとい う,日 本の状況
ときわ めて対照的 なのが,欧 米での人事 考課=査 定 の状況 であ る。
サ セ ックス大学労働 力研 究所(lnstituteofManpowerStudies)のエ ア トキ ン ソン(John
くの
Atkinson)によ る 「弾 力 的 企 業」(flexiblefirm)モデ ル の提 起 に は じま る,「企業 は新 しい ニー
ズに航 るためにどのように弾力性鍵 成」するかという 脳 力化」政策の錐嚢 ・,イ ギリス
経済の深刻 な危機,ME技 術革新の展開等 々の激 動の もとで使用者 にとって緊急な課題 とな っ
て い るに もか かわ らず,「弾 力化」 の推進 に不 可欠な人事考 課=査 定の ブル ーカ ラー労働 者へ
の導入 につ いては限 られ てお り,「多 くの使 用者 は今 なお思考段 階 であ る」 とい うの が,イ ギ
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事 業 所 数t2361… 一"-
出所PhilLong;PetプbrmanceApPraisalRevisited,InstituteofPersonnel
Management,1986,石田光 男 著 『賃 金 の社 会科 学 一 日本 と イギ リス』 中
央 経 済 社,『1992年,150頁よ り。
注1)*印 は1977年 に調 査 してい な い もの。
2)査 定 結 果 が どの よ うに利 用 され て い るか等 につ い て は不 詳 。
その 　 ど
リスの 状 況 で あ る。 た とえ ば,イ ギ リスの 人 事:管理 協 会(lnstituteofPersonnelManagement)
の 調 査 に よれ ば(第 ユ表 参照),熟 練 ・半 熟 練 の ブル ー カ ラ ー労働 者 にた いす る人 事 考 課=査 定
を 実 施 して い る事 業 所 は 鎗77年 に はわ ず か2%で,そ の 後増 加 して き た とは い え1985年に は
　の
24%にす ぎない。 しか もこの24%と い う 「数字 はたぶ ん誇張 され て いる」 とさえ言われ てい
る し,ま たIDS(lncomesDataServices)の調査 に よれば,事 例調査対象7事 業所 の うち,
半数前後 の事 業所 では,人 事考 課=査 定 の対 象を ブル ーカラー労働者 につ いては熟練労働者 に
ゆエ
限 定 して い る とい う こ とで あ る。
以 上 の よ うに 人 事 考 課=査 定 の 普 及 度 も低 くそ の対 象 も限定 され て い るイ ギ リス に進 出 して
い る 日本 企 業 で の導 入 状 況 は ど うで あ ろ うか 。 この 点 に関 して,"JaPaneSe(】omPaniesinthe
UK"(1987年)およびTheAnglo-Japaneselnstituteの"lapaneseAdresses伽theUK・
(1986年)に掲 載 され て い る従 業 員50人 以 上 の す べ て のH本 企 業 お よび 任 意 抽 出 され た50人 以
下 の 日本企 業 を 対 象 と してC・ イ ユ とB・ ウイ ル キ ン ソ ン(ChristinaYuandBarryWilkinson)
に よって 行 わ れ た 「在 英 日本 企 業 にお け る賃 金 と査 定 」 に 関す る ア ン ケー ト調査(対 象 数130,
有 効 回答 数40)に よれ ば,第2表 に示 され て い る よ うに,201人 以 上 の 企 業 で はす ぺ て の 企 業
で,50人 ～200人 の企 業 では62、5%,50人 以下 の 企 業 で す ら30%の 企 業 で 人事 考 課=査 定
一一 人事考課コ査定 の口 ・英比較 一一59
第2表 日本企業の人事考課 ・査定の実施状況の日英比較























出 所*在 日日本 企 業 に つ い ては,労 働 省政 策 調査 部r雇 用管 理 調 査 』1988年。
・在 英 日奉 企 業 につ いて は ・Ch・i・tinaYuandBarryWilkin・・n;P・yandApPrai・alin
/OPaneseComψanyinBritain,JapaneseManagementResearchUnitWorkingPaper
No.8,CardiffBusinessSchoo1,UK,1989,p.19.
が導 入 され ・ 企 業 規模 計 で有 効 回 答 数 の67・5%27企 業 に 達 し,そ の92.6%,25社 で は .「管
理 者 ・非 管 理 者,ホ ワイ トカ ラ ・ブ ル ー カ ラ ー,肉 体 労 働 者 ・非 肉体 労 働 者 の いか ん に か か わ
ロゆ
りな く」 適用 されてい ることが明 らか にされ て い る。 この調査 では,人 事考課=査 定の導入 さ
れてい る在英 日本企業 におけ る労働組 合の有 無,労 働組合 が組織 され てい る とすれ ぽ その交渉
力等の集団的労使 関係 にかかわ る状 況や,そ の企業の進 出地域が労働組 合運動の後退傾 向にあ
るグ リーンフィ ール ド・サイ トか否か等 につ いて,か な らず しも明 らかではな い し,ま た有効
回答数 が十分 とは言 いかね るの で,速 断す る ことは避け られ なければ ならないが,イ ギ リスに
進 出 して い る現地 日本企業での,ブ ルーカラー労働者を も対象 とす る人事考課=査 定 の実 施率
が,日 本 におけ るほ ど高 くはないに して も,現 地の イギ リス企業の それを はるかに.上回 ってい
ることは往 日されなけれ ばな らない。
第2次 大戦直後の労働組 合運動の昂 揚の もとでの戦後型労使関 係の解体→ 「政 ・財 ・官」 一
体 とな っての 「弾力化」政策 の展開に ともな って,と りわけ1960年代後半以降導入 ・強化 さ
れて きた 「能力主義管理」 の根幹 として,人 事 考課=査 定 を 日本の企業が積極的に推進 しつづ
くゆ
け,ま た以上みておいた よ うに,イ ギ リスに進 出 したll本企業 でモデ ィフアイ され つつ も(後
述)か な りの導入がみ られ るに もかかわ らず,そ してまた ブルーカラー労働 者の人事考課=査
定に対す る関心 がイギ リスの使用者 の間 で高 ま りつつあ るに もかかわ らず,広 範 囲にわ た って
導入 され ていないのは,ど う してか とい う疑問 が起 って くる。 この ことにつ いて は,「競争主
　
義的職場秩序」 「能力主義管理」等 の 「受容」 「強制」 をめ ぐる最近 の論争等 で も明 らか に され
つつあ るよ うに,日 本の労働者 ・労働組合 がr自 発的」 か ・「非 自発的」 か,あ るいは 「積極
的」 か ・「消極的」 かのいかんにかかわ りな く,な ん らの見 るべ き組合規 制 もないま まに人衷
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考課=査 定を 「受け容れ」 てい るの とは異 なって,労 働者 ・労働組 合員相互 間の競 争を規制す
るとい うこれ までの伝統 的観点 か ら"arateforthejob"(同一職務同一賃率)=「平 等主義」 を
イギ リスの労働 組合が維持 しつづけ,労 働者 ・労働組 合員間の差 別 と競 争を もた らす 人事考 課
　
=査 定に例外な しに反 対 してい るか らであ る。 こうした ことか ら,人 事考 課=査 定を導入 して
い る企業 は,組 合の未組織の企業や比較的弱体の組合 役員の企 業であ ることはおのずか ら明 ら
かであ る。
人事考課 ・査定 にた いす る労働組合 の以上の ような態 度 とともに,高 度に相互依存的 な作 業
での個人単位 の人事 考課=査 定がひ きお こす問題や,客 観的基準 に もとづ いて賃金 を決 定す る
ことの現場 の直接監督者(first-1inemanagement)'の困難 さ'は,個 人主義的 な改革(人 事考課=
査定による)に 向けての動 きが もた らす メ リッ トを上 回 ってい ると しば しば思わ れ て い る と指
ゆ
摘 されてい ること等 も見 落 され てはな らない。 イギ リスでの人事考 課ゴ査定 の導入に とって の
以上 の ような阻害 要因・ と りわけ 「平等主 義」 を貫徹 しよ うとす る労働組合運動 の存在 は・人
事考課=査 定に少なか らざる影 響を与え,つ ぎにみ られ るよ うに 日本におけ る人事考課=査 定
とは異 な った側面 を もた らさずにはおかない。
(2)人 事考課=査 定 の位置
まず人事 ・労務管理におけ る人事考課 ・=査定の位置 についてであ るが,か って筆 者 は,「昇
進 ・昇酪管理 の形成 と動 向」 と題す る小論 で,
「昇進 ・昇格にふれずして職場での職業生涯について語 り得ないといっても過言ではないほど,それ
は労働者 とりわけ大企業本採用労働者の職業生涯にとって看過され得ない局面のひとつである。……
企業別 ・階層別に分断されている労働市場のもとで企業に深 くくみ こまれている大企業本採用労働者
にとっては,企業内に敷かれている 『昇進 ・昇格ルート』をた どることのもつ意味は,きわめて大きい」
と指摘 した うえで,「選 別的な昇進 ・昇格 ・降格 を一・人 ひ と りの労働 者の職場 での 職業生涯を
.つうじて行な うこ とに よって,一 人ひ と『りの労働者 を企業 内に深 くくみ こむ とともに,昇 進競
争を職場 のなか に もち こみ(=昇 進競争的職場秩序の形成),労働者を動機 づけ よ うとす る」 昇進
ゆ
・昇格管理,な らびに その基底 にあ る人事考課=査 定の実態 につ いての分析を試み た。 「能 力
主義管理」 の もとでの処 遇の軸 をなす ものは 昇進 ・昇格 管理であ る ことは,日 本経 営者団体連
盟(日 経連)の 『能 力主義管理』(1969年)以降今 日に至 るまで貫 かれて きてはい るに し て も,
前述の小論 では,分 担執筆 の関係上紙幅 や課題 が限定 され てい るとはいえ,処 遇=昇 進 ・昇格
とい うよ うに処遇 を狭義 に とらえてい るとい う謬 りをまぬ がれ ない ように考 えられ る。
それ は,ニ クソン ・シ ョックにひ きつ づ くス ミソニア ン体制の崩壊の もとでの為替相場 の不
安定化,二 度 にわ た る石油 シ ョック,ME技 術革新 の急 テ ンポでの展 開,労 働 力の高年 齢化の
進行等 々を背 景に,Il経連職勝分析 セ ンタ 一ー 『新職能資格 制度一 設計 と運用』(1980年)等を
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つ う じての,職 能 資格 制度に もとつ く人事 ・労務管理 の 「トー タル ・システム化」 二 「能 力主
義管理」 の新展開 ・再編 強化がすす め られ,昇 進 ・昇楮 ・昇給 とい う狭義の処遇か ら広義 の処
遇へ と拡張 され,採 用 ・配置 ・異動 ・教 育訓練 か ら出向 ・勧奨退職等 々を も含む,い いか える
と採用か ら退職 にいた るまでのすべて の過程 ・領域 にまで,人 事考課=査 定 にも とつ く 「能 力
主義化」のい っそ うの貫徹が展 開 され つつあ るか らであ る。 この ことは,た とえぽ,日 経連 『M
E化の進展 と企業 の対応一 職場 の活性化 と労使 関係の安定 を求 め て一 』(1984年)で,「能
力主義人事 ・賃金制度の一層¢徹底化」 のため に 「留意す づ き」 「二点」 として,第1に 「人
事考課制度 について も,そ の評価基準を見直す こと」 を指摘 し,さ らに





それだけでは不充分で,よ り広範囲な角度から人事管理体制の トー タル ・システム化を目指すべきで
あろう」
と,人 事 ・労 務管理の 「能力主義」 の強化方 向での 「トータル ・システム化」が強調 されて い
ゆの
ることか ら も,容 易に推察 され る。
「職能資格制度」 を軸 とす る人事 ・労務管理 の 「トー タル ・システ ム化」は,採 用か ら退職 に
いた るまでの全過程 ・全領域にまでの,人 事 考課=査 定結果の 「トータル ・システム」 的活 用
を必然化せず にはおか ない。 それ な く しては,人 事 ・労務 管理 の 「トータル ・システム化」 は,
とうてい可能 ではない。前掲 の労働省政策調査 部 『雇 用管理 調査』(1988年)によって,人 事考















































































出所:労㈱ 政策調査部 「雇用管理調査」 岬8年 明1[D
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策1図 人車 ・労務管理 の 「トー タル ・システム」化 と人事考課=査 定
鰍蒙灘鑛,騰 、
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出所:日 経連職務分析センター編r新 人事考課制度の設計と活用 』
1989年,24頁より
が,配 置,昇 進 ・降 格,賞 与お よび賞与 以外の賃金 の決定,教 育訓練等 々にわ た って人事考課
・=査定結果が利用 され てい る。 日本 の企 業では,人 墓考課=査 定 が 「能力主義」 的に 「トータ
ル ・システム化」され た人事 ・労 務管理の文字通 りの基 底をな してい る(第1図参照)。「バ ブル
経 済」 の崩壊,そ れ につづ く急 テ ンポかつ異常な 円高等 の経済危機 の もとで繰 りひろげ られて
い る出向 ・配転 ・人員削減 も人事考 課=査 定 に もとづいてい る ことはあえて指摘す るまで もな
い ところであ る。
他方,イ ギ リスでは,人 事考課=査 定結果 の利用状 況は どうであろ うか。 サ ッチ ャー政 権に
よる労働組合運動 にたいす るあいつ ぐ規制,お よび それ に支 え られ て く りひ ろげ られ て きた使
用者に よる多様 な方 法 での労働組合 の否認 ・締め 出 し ・弱体化政策,そ れ らに呼応す る労使 協
調路線 の労働組合(た とえば,EETPU)の 策動,経 済危機 の深刻化等 々に よる労働組合運動
の後退の もとで,前 に一言 してお いた よ うに一方での シングル ・ユ ニオ ン,労 使 協議制 に よる
団体交渉の実質上の 吸収,振 子仲裁,フ リー ・ス トライ キ等 に よる労使関係の企業別分断化 ・
安定化 と,他 方 での 八一モナイ ゼイ シ ョソ,「職 務規制」の緩和 ・撤廃等の 「弾 力化」 に よる
労働力の効納 弾 加 捌 用とカ・相互に関連 しなカ・らすすめられつつあ墨客人事.労務管理の
以上の ような 「新 しい動向」 の一環 として,上 級 経営者か ら現場 の ブルーカ ラー労働者 にいた
　
る まで を 包 括 す る 「統 …的 賃 金」(integratedpay)体系 の 導 入=賃 金 の 八 一 モ ナイ ゼイ シ ョンや,
労 働 協 約 に よる よ りは む しろ1人 ひ と りの 人事 考 課=査 定 に も とづ い て賃 金 を 決 定 す る とい う
「査 定 給 」(performancebasedpay)化,労働 力 の 効 率 的 ・弾 力 的 利 用 の 障 害 とな って い る 「伝
統 的」 な"arateforthejob"から"ratesforthejob"への 転 換 等,人 事 考 課 ・=査定 と賃 金
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決 定 との 結 合 に よ る 「賃 金 の 個 別化 」,「賃 金 の 弾 力 化 」 が 使 用 者 に よ って試 み られ つ つ あ る。
人 事 考 課=査 定 を 「弾 力化 」 政 策 の推 進 の極 手 の 重 要 なひ とつ と して利 用 しよ うとす る以上 の
よ うな 動 向 は,日 本企 業 の イ ギ リス進 出に と もな うr日 本 的」 な 人事 ・労務 管 理 の モ デ ィフ ア'
イ され て の 導 入 に よる 一 定 の イ ンパ ク トが あ る こ とは 否 定 され な い。 しか しな が ら,NEDO
(イギ リス経済審 議会,NationalEconomlcDevelopmentOffice)の℃hangingWorleingPatte7ns
-HOWcomf)aniesachieve/iexibility彦Omee彦
.newneeds一一 7一"(1986)とい う リポ ー トに よ
って 「マ ニ ュア ル ・ワー カ 「に 関 して は ・"rateforthejOb"の芳 年方 の風 化 の い か な る兆 候ゆ
も存 在 しな い」 と指 摘 され,ま た査 定 給 制度 の 導 入 を 意 図 したHamworthyEngineeringで
UnionofShop,DistributiveandAlliesWorkers(USDAW,商 店流通関連労働組合)の 組 合 員
ゆ
投 票に よって査定給 の導 入が拒絶 され た ことが,IDSの リポー トで報告 され てい るよ うに,
人事考課=査 定 に よる賃金 決定 はか な らず しも容 易で はない ことか ら推察 され る ように・ イギ
リス企 業では,人 事考課=査 定 の利用 には…定の限 界が存在 して い るもの といえ よ う。
以上の よ うな状況 が ・一般 的にみ られ るイギ リスに進 出 した現地 日本企 業で,人 事考課=査 定
は どの ように利 用 されて い るの であ ろ うか。 この点 について,前 掲のC.イ ユー とB.ウイルキ
ン ソンの調査 に よれ ば,職 務 グ レイ ドや賃金決 定に96.3%の企業 が,昇 進 に88.9%の企業 が,
配転 に70.4%の企業 が入事考課=査 定を利用 して い ることが明 らかに され て い る。 この よ う
⑳
にイ ギ リスにおけ る 日本企業 では,「 伝統的なイ ギ リスの慣行 とは対照 的であ る」 と言われ る
ほ ど,人 事 考課=査 定がか な り広範 囲に利用 され てい ることは事実で はあ るが,イ ユ とウイル
キ ン ソソとに よる研究 では指摘 され てはいないに して も,つ ぎにみ られてい るよ うに人事考課
=査 定 の し くみやその 具体的運 用に公平性 ・納得性 を貫 こ うとす るイギ リスにおけ る今な'お一・
般的 な状況 が,大 な り小な ら反映 されて いるもの とい って差 し支 えなかろ う。
(3)人 事考課=査 定の しくみ と運用
人事 考課=査 定の 日本 とイギ リス との比較研究 にあた って,当 然検討 されなければな らな い
3つ めの もの は,人 事 考課=査 定の しくみお よび その具体的運用 についてであ る。
これ らの実態 について筆者の知的関心 に充分に応え うる綜合的 ・体系 的な調査は寡聞セこして
知 らな いので,前 記のNEDOリ ポ ー トやIDSの 事 例研究 に依拠せ ざ るを得ない。
IDSの"ApPraisingManualVVorker'sPertomance"と題 す る"IDSSTUDYNo.442"
(1989年9月)での7事 業所の ブルーカ ラー労働者 につ いての事例研究(第4表 参照)を もとに概
観 してみ る と,イ ギ リス企業 での人事考 課;査 定 の しくみ とその具体的運用 の実態 は,お お よ
そつ ぎの よ うであ る。
7;事業所の事 例研究 お よびそれ をふ まえてのIDSに よる若干の整理に よれ ば,直 属 の上司
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注:*印 の 箇 所 は 上 記IDSStudyNo.442で 記 さ れ て い な い こ と を 示 す 。
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実 態 は65～75%の 従 業 員 がB段 階





5段 階で最:高段 階5%,以 下19%,
6σ%,15%,1%と 配分 されて いるQ
*
それ ぞれ の項 目について 評点 し,綜 合
点で(20点以下),(21～40点),(41
～60点),(61～75点),(76～100点)
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に よる考課項 昌毎 の査定,綜 合評価,調 整,綜 合評 価の最終決定に あたっての,被 考課者 との
面接 に よる被考課 者へ の ブイ ー ドバ ック,被考課者に よる著名(被考課者の同意 ・不同意を問わず)
あ るい は異議 の申 し立て(考 課結果に対 して被考課者に異議のある場合)と い うし くみが とられ て
い る。
④ 考 課項 目
まず考課項 目につ いてであるが,前 記の事 例をふ まえて,IDSは,① 職務についての知 識
'と能 力
,② 仕事 にたいす る態度 ・③ 仕事 の質・④生産性・⑤ チーム.・ワーキ ングにかかわ る同
僚 な ど との意思疎通,⑥ 出勤 状況 と時間厳守,⑦ 変化へ ゐ適応性 ・弾力性,⑧ 問題解決の独創
力,⑨ 職務要件 についての理解 力,⑩ 仕事 を計画 し緯織す る能 力,⑪ 安全意識,⑫ 監督の必要
度,⑬ 監督能 力∫⑭ 目標の達成度 が考課項 目とされてい る と整理 した うえで,も っとも一般 的
に用 い られ てい る項Bと して①～⑥ の6つ の ものを指摘 している。 以上 の ように,考 課顎 口は,
客観的 に査定 され る項 目と主観 に左右 され 易い項 目とか らな りた って い るが,① …v⑥の6つ の
項 目の重視にみ られ るよ うに,そ して また⑦ 以下 の項 目か らも,つ ぎにみ られ るように入物考
課を重視す る臼木での 人事考課=査 定 とは異な って,イ ギ リス企 業の それ は仕審中心 であ ると
い って大過 な い。 しか も,サ セ ックス大学IMSのJ.ア ッ トキ ン ソンとN・ ミーガー(John
AtkinsonandNigelMeager)が,31の事業所の事例研究 に もとづ いて査定賃金 につ いて説明 し
て い る箇所で,労 働組合 が存在す る事業所 では熟練 匠ついて明示 され た基 準に もとづ いてい る
が,労 働組合の不在 も しくは弱い事業所 では,「態度」 や 「コ ミッ トメソ ト」 に大 き く依存 し
の
てい ると指i摘してい る ことは,労 働組合運 動をつ うじて,人 事考課=査 定の使用者に よる 「弾
力的」運用 ・主観 性の排除→客観 性 ・公平 性の維持が はか られて い ることの証左のひ とつ と し
て注 目されなけれ ばな らない。 それ と ともに,IDSの 事 例研究(第4表)に よれば・5段 階評
億の職場 では 上か ら第2,第3段 階 に,3段 階評価 では平均 に考課結果が集 中 し,あ るいは ト
ップ レベ ルに集 中 して い る こ と も,興 味 あ る と ころ で あ る。
他 方,日 本 で の 考 課 項 目につ い て は,ど うであ ろ うか。 日本 人 事 行 政 研 究 所r将 来 あ るべ き
人 事 管 理 を 考 え るた め の基 礎 調 査』(1987年,複数回答)に よれ ぽ,考 課 項 目の 採 用 状 況 は,調
査 対 象 企 業 の316社 の92,4%が 「業 績 評 価 」,88・0%が「意 欲」,87・7%が働 務評 価」,85・1
%が 「職 業 的 お よび 専 門 的 知 識 ・技 術 」,78.2%が「リー ダー シ ップな どの 社 会 的技 術 」・61・7
%が 「知 的 能 力 」,58.9%が 「職 種 へ の 適 性 能 力」44。3%が「勤 続 年 数 また は経 験 年 数」,38.6
%カ ミ「性季冬」,19.9%カミ「イ本ノ」」,19.0%カミ「教育 其}jl司(学}猶)・教 育 ガ(準」,7・9%カミ 「esg勃1{一
の操作技 術」 の順 となってい る。 以上 の考課項 目は,前 記研究所が調査にあた って調査表 に措
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出所:雇 用情報セ ンタ ーr複線型人事管理制度の もとにおける賃金制度 に関す
るア ンケ ート調査 』(1990年)o
労働省 これか らの賃金制度のあり方 に関す る研究会編 『複線型賃金 ・人
事管理 』1991年277頁よ り。'
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ならび に 「業績評 価」 につづいて,「 意欲」 が第2位,F勤 務評価」 が第3位 を占め,考 課 項
目 として 「意欲」 と 「勤務評価」 とを併用 してい る企業が9割 近 くあ る ことは,つ ぎにみ られ
る ように注 口され なければ な らない。
日本での と りわ け 「能 力主義 管理」の もとでの人事考課=査 定 は,普 通…般 には 「保有能 力」
の考課 にかかわ る 「能 力考課」 と,「発揮能 力」考 課のための 「業績考課」 「情 意考課」=「 態
度 ・意欲考課」 の3つ か らな りた って いる とされて い る。 ここでの 「能 力考課」 は知識 ・技 能
・体 力な どの 「基 本的修取能 力」 と,判 断力 ・企 画力 ・i接衝 力 ・管理力な どの 「精神的 習熟能
力」 とを,「情 意考課」 は,「規律性」 「協調性」「積極性」「責任性」 として表現 され た 「発揮
能 力」 を,「業績考課」 は,「仕事の質」「仕事の量」 として具体化 され た 「発揮:能力」 を対象
と してい る。 これ らの うち,客 観的 ・具体的に達成 された 「仕事 の量」「仕事の質」 にたいす
る 「業績考 課」以 外の 「能 力考課」 と りわ け 「情意 考課」 は,考 課者 の主観 にきわ めて左右 さ
レ 　 　
れやす い曖 昧な,か つ 「公平性」 を欠 く抽象的 ・無 限定的な もの であ り,前記の 日本人事 行政
研 究所 調査 に よって考 課項!ヨの上位 を占め てい る 「意 欲」「勤 務評 価」は,ま さに こ うした 「情
㈱
意 考課」 の構 成要素 にほかな らない。
労働省政策調査 部の前記調査(第5表 参照)に よれば,管 理職 を除 く いずれ の職 種で も 「執
務評定」=「 情意考課」 の実 施率が1番 多 く,ま た雇用情報 セ ンターによって1990年10月に
行われた 『複線型 人事管理 制度の もとにおけ る賃 金制度に関す る'アンケー ト調査』(第6表参照)
に よれ ば,管 理職 以外のいずれ の コースで も 「能 力重 視」 が多い ことが明 らか にされ てい るよ
うに,客 観 性 ・公平 性を比較的維持 しやす い 「業績考 課」 が2の 次 ・3の次 とされ てい ること
は,日 本におけ る人事考課=・査定項 目が,前 述 のイギ リスのそれ とは きわめて対照的 に,い か
に無限定的 ・抽象的であ り,公平性 を欠 くものであ るかを如実に示 してい る。
⑭ 考課面接 ・考課 結果のフ ィー ドバ ック ・苦 情 申 し立 て
人事考課=査 定の しくみ ・具体 的運 用についての 日本 とイギ リス との比較研究 にあた って,
人事考課査定 の客観性 ・公平性 ・公開性 ・納得性等 の視点か らの以 上のほかに,わ れわれの関
心をひ く事 柄 は,被 考課者へ の考 課結果の フイ ー ドバ ヅク,考 課結果 にたいす る被 考課者の苦
情 の処理,考 課制度 の公開等 々であ る。
日本生産性 本部賃 金管理 士会 『賃金処遇制度 に関す るア ンケー ト調 査』(1986年)によれば,
つ ぎの よ うな興味あ る事実が示 され てい る。 その1つ めには,人 事考 課二査定に ともな う面接
についてであ るが,面 接 を実施 してい る企業 は調査対象企業139社の58.8%に達 して い る と
はいえ,そ の主た る 目的が,「目標面接」 「育成面接」=「 能力開発の 目標」 の設定 におかれ て
い るこ とであ る。2つ め には,以 上の面接 の場 で,被 考 課者へ の考 課結果の ブイ ー ドバ ックが
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3.面 接等を行 うことはないが,考 課結果
については本人 に分か るように してい
る



















































.出所:日 本生産性本部賃金管理士会 「賃金処遇制度 に関す るアンケ ート調査」(1986年2月)
注:日 経連 「能力主義管理に関す る企業の実態調査結果」(調 査時点1967年8月)によれば
「考課のための面接」を 「実施 していない」が81.6%,考課結果のフィー ドバ ックにっt、
て 「全部知 らせ る」が1.9%である(日 経連r能 力主義管理 』ユ965年,583頁)。
行われ て いない企業が31.9%(調査対象企業139祉比,以下同じ)と,行 ってい る企業26.9%を
上回 ってい る ことであ る。3つ め には,「 考課結果 につ いては本 人に分か るよ うに してい る」
が5.0%,「本人か らの申請があれば フィ ー ド・㍉ クす る」 が8.1%と,13.1%の企業が フィ
ー ドバ ックに消極的態度 を と り,「考課結果 については ブイー ド・ミックを していな い」 と答 え
る企 業が21.3%で,前 記の31.9%と合わせ ると,53.2%と,考 課結果 の ブイ ー ド・㍉ クが
実 施 され て いない企業が過 半数 にお よんで いることであ る(第7表 参照)。
以上の こ とか ら,日 本では,人 事考 課=査 定に関連す る面接 は,被 考課者 と考課者 との間の
対等 の話 し合 いの場 として制度化 され てお らず,考 課結果 につい てはなん ら知 らせ られな:いま
まに,あ るいは ブイ ー ドパ ックされ た として も,考 課結 果だけの説 明に とどま り,む しろ,考
課結 果の 「受容」,よ り過重 な 目標 の設定,能 力開発,意 欲の向上等 の強要 の場 となってい る
と言 えよ う。「被考 課者の意 見が反映 されていない」,「ブラ ックボ ックス化」 され た 人事 考課
　
二査 定,「上か ら下へ の一方通行的考課∫ が使 用者の裁 量の ままに行われ,被 考 課者 との面接
　
をつ うじて修正 され る こともない ままに累積 され,そ の累積 され た考 課結果が,「 トータル ・
の
システ ム化」 された 人事 ・労務管理 の広範 囲 にわ た る局面 で活 用 されてい るの であ る。 いわ ば,
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被 考課者の権利不在の人事考課=査 定 とい って も過言 ではなかろ う。 日経連職務分析 セ ンター
が
です ら,「密室 で人事 ・処 遇が決 まる とい う陰湿 なイ メージを払拭 できない」 と述べ て い る の
が,.日本での人事 考課=査 定 であ る。
他方,イ ギ リスではIDS調 査 に よれ ば(第4表 参照),7つ の事例の うち1つ の事例(Brain.
treeDistrictCouncil)を除 いて,考 課面接(appraisalinterviews)が制度化 され,苦 情 申'し立て
(appeal)が可能 とされて い る。
考 課面接 につ いてみ る と,被 考課者 が その面接 にそなえて準備 で きるよ うに,事 前に被考課
'
者 に,面 接 に関す る準備資 料,考 課 リポ ー トの写 し等 が渡 され るとか,自 己評価を行 うようす
す め られ る とか の便宜が 与え られ た うえで,こ の面接 で考 課結 果が被考 課者 にブイー ドバ ック
され,時 には考課者 に よう考 課結果 と自己評価 との突 きあわ せが行われ,さ らには被考課者 の
希望す る将来め キ ャ リア,教 育 ・訓練の必要 と方 法,被 考 課者お よび考課者か らの要望 な どに
つ いて の話 し合 いが,約30～45分 かけて行われ,署 名が被考課 者お よび考 課者の双方 に よっ
て行われ る。そ こには・考 課者 と被考 課者 との間 の対等 の契約観念が貫 かれて い ると思われ る。
以上の面接 に よって も考 課結果 に同意す ることので きない扱者諜者 は,苦 情 を申 し立 て るこ
とが制度的 に保障 され,し か も苦情 申 し立 てに同僚ない しは組 合の代表者の 同伴 は通常 の こと
とされ てい る。 申 し立て られた苦情 のなか には,一 人ひ と りの考課 について よ りもむ しろ人事
考課=査 定のム般 的な原則に関す るもの もい くつか はあ るが,い くつかの苦情 申 し立 てば うけ
いれ られ,当 初 の考課 結果が修正 さ流 た と,IDSは その事例研究 に もとづ いて報告 してい る。
(4)若 干 の 整 理
以上,人 事考 課=査 定の実施状況,そ の利用 領域,し くみ と具体的運用(考 課項 目・被考課者
へのフィー ドバック・考課面接 ・苦情申し立てとそれによる考課結果の修正)等 にわ たって,乏 しいな
が らも出来得 るか ぎ り実証的 に,日 本 とイギ リス との人事考課=査 定 の比較検討 を試み て きた。
考 課基準 ・考課項 目の ウエイ ト・考課期 間等,検 討 され なければ な らないい くつかの点 が残 さ
れてお り,かな らず しも充 分ではない が,これ までの考 察を もとに,日本 とイ ギ リス との人事考
課=査 定のそれぞれ の制 度 ・手 法上の特徴 を整 理 してみ る と,お お よそつ ぎの よ うに言え よう。
その第1は,il本 では,ほ とん ど全 ての企業 で全従 業員に人事 考課=査 定が,従 業員の職場
での職業生涯の全期 間にわ た って累積的 ・多重的 に実 施 され,そ れを基 底 として採用 か ら退職
にいた るまでの処 遇の全領域での選別が,労 働組合 に よるみ るべ き規制 もないままに行われ て
い る。 それ とは対照 的に,イ ギ リスでは,管 理者や ホ ワイ トカ ラー労働者(全 てではない)は と
もか くと して,ブ ル ーカ ラー労働者 についての人事 考課=査 定 は,「 弾力化」 路線 の一環 と し
て その導入への使用者 サイ ドの関心の高 ま りに もかか わ らず,組 合 員問の競争規制 ・"arate
一 人事考課=査 定の 日・英比較 一一一ttt71
forthejob"を伝統的に原則 とす る労働組 合の反対 ・規制 に よって,熟 練勇働者等 が主た る実
施対象 で,一 般 にはそれほ どの実 施がみ られず,人 事考課 二査 定結果が賃金 決定に反 映=利 用
され てい る職場は,必 働組合不在か あ るいは糾合組織が弱体化 ・労使 協調化 され てい る職場 に
.限定 され てい る。
第2に は,日 本 では,多 面的 ・広範 囲にわ た る考課項 目のなかで も,客 観性の比較 的高い と
いわれ てい る達成 され た仕 事 にた いす る 「業 績考 課」 よ りも,考 課 基準 も曖昧,考 課項 貝自体
も無限定 ・包括的 ・観念 的で,考 課者の主観 に左右 されやす い能 力,態 度 と意欲,性 格 な ど人
物にた いす る 「全 人格的評 価」 ともいわれ るべ き考 課項 目が重視 され,使 用者 の裁 量性 が貫か
れてい る ことであ る。 イギ リスでは,「 態度」 や 「コ ミッ トメソ ト」 等主観的な考課項 目を採
用 してい る職場 は,前 述 の よ うに労働組合不在 か労使協調化 され てい る職 場に限 られ てお り;
多 くは,仕 事お よび仕事 にかかわ る客観 的な項 目が考 課項 目とされ てい る。 したが って,日 本
⑳
におけ る人事考課=査 定 で しば しばみ られ る考課項 目の拡大解 釈等の イ ンフォ ーマル性 は,イ
ギ リスでは存在 し得ない もの と考 えられ る。
第3に は,日 本では,人 事考課=査 定 の過程 や結果 につ いて積極 的にf公 開」 され てい る企
業 は,ほ.とん ど皆無 であ り,被 考課者へ の考課結果の フィ ー ドバ ックも説 明に よる一方的な押
しつ けの域を出ず,ま してや考課結果 にたいす る異議 申 し立 てばまった く認め られ ていない。
人事考課=査 定が 「ガラス張 り」 に行われ,人 事考課=査 定 の公平 性維 持のため に苦情 申 し入
れ制度 が と りいれ られ,時 には考課結果 の修 正す らが行われ てい るイギ リスの それ と比 らべ て,
日本での 人事考課=査 定は,き わ めて 「密室 的」・使用者専制的 であ ると断ぜ ざ るを 得ない。
ちなみ に 『平成5年 版 労働 白書』(1993年)で,日本生産性 本部 『第2回 マネ ジ ソグ ビジネスエ
シ ックス調査』(1992年8月)をもとに,
「『人事 考課の結果を従業 員に フィー ドバ ックすべ き』とす る者の割合は,経 常者73,6%,組合 リーダ
91.3%と,労使 ともに人事 考課結果の フィー ドバ ックにつ いて も肯定的であ り,こ うい つた状況 の巾
で,既 に一部企業 においては考課基準の明確化や考課結果 のフ ィ'一ドバ ックに取 り組 み つ つ あ る」
(『前記労働白書』222頁)
と述 べ られてい るが,果 して どの程度現実 に具体化 され てい るかは,き わめ て疑問 であ る。
か な り概 略的な比較検討の きらい もしないではな いが,日 本 とイ ギ リスの人事考課 ・=査定の
特徴 について さ しあた って以上の ように言 うことが可能 とす れ ば,日本の 人事考課=査 定 は,イ
㈹
ギ リスに とっては 「エ イ リア ン」 で あ ることは否定 できない。 他 の機 会にみてお いた,日 本企
業 に よる資 本高蓄積 の秘 密のひ とつ としての 「底な し」の労使 協調化 ・労働 力利用 の 「効率化」
「弾 力化」 を支 えて きた人事 考課=査 定 が,イ ギ リスに進 出 した現地 日.本企業 で,現 地の諸状
況 に 「適応」す るよ うどの よ うにモ デイ ファ.イされ て 「移植」 され,ど の ように運用 されて い
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るのか,と い う点 について,前 に指摘 しておいた4つ の企業 に焦点 をあわせて,つ ぎにみ る こ
とをつ うじて,「日本的経営」の 「普遍性」 「特殊 性」 にかかわ る論議につ いて検討 してみ よう。
1皿在英 日本企業の人事考課=査 定の事例
在 英 日本企 業 の人 事 考 課=査 定 につ い て は,前 に み て お い たC.イ ユ とB.ウ イ ル キ ン ソンに
よ るア ンケ ー ト調 査 に も とつ く研 究 の ほか に,S.グ リー ヴ と:N.オリヴ ァ(SimonGrave&Nick
Oliver)による,Hoya,Komatsu,Matsushita,Mazak,Takironの5つの 企 業 の 事 例 研 究 がす
おゆ
でに行われ てい る。 それに もかかわ らず,日 本 とイ ギ リスの人事考課=査 定 の比較研究 のあ し
がか りとして,A企 業,B企 業,C企 業,D企 業を事例研究 の対象 として と りあげた理 由のひ
とつ は,こ れ ら4)企業は電子 ・電機 ・同部品関連企業であ り,こ の業種 は,1991年1月末 現在
ヨーロッパ に進出 してい る日本企 業(製造業)676社の うち178社・全体 の26.3%,イギ リスに
おけ る日本企業(製 造業)187社の20.9%・39社とそれぞれ最多 を占めてい る業種 の 企i業で あ
る ことであ る。 その2つ め は,イ ギ リスへの進 出にあた って 日本企業が直面す る困難 な問題 の
ひ とつ と予 測 され ていた労使関係,人 事 ・労務管理 の対応につ いての 「ひ とつのモデル」 を シ
ングル ・ユ ニナ ン協約等をつ うじて提供 した とされ てい るの が,A企 業お よびNissanMotor
Manufacturing(UK)やB企業 であ ること,な らびにC企 業 とD企 業 は ともに労働組 合(企 業
によってフォーラルに承認された)の 不在 の企業であ るとい う点 で,A企 業 ・B企業 と対照的 であ
ることであ る。その3つ めには,調 査の整理 ・分 析の過 程で,い ささか 「無い ものねだ り」 の
感 もな くはないに して も,い ずれの企業か ら も,ヒ ヤ リング調査,資 料蒐集等 につ いて好意 的
な協力を得 ることがで きた ことであ る。
(1)A企 業の人畜考課=査定
幽まずA企 業 についてであ るが
,現地企 業 との合弁事業 ゐ解 消 ・4工場の 閉鎖 ・全従業員2・600
人 の 解 雇 の 後,AssociationofScientific,TechnicalandManagerialStaff(ASTMS・科 学技
術 管理 職 組合),AssociationofProfessional,Executive,ClericalandComputerStaff((APEX
・専 門管 理事 務 電算:職組 合),AmalgamatedUnionofEngineeringWorkers(AUEW・合 同機 械
工 組 合),Furniture,Timb6randAlliedTradeUnion(FTAT・家具 製造 関 連 組 合),Technical
andSuperviSorySectionofAEUW(TASS・合 同機 械 組 合技 術 監 督 職部 門),EETPU(前 掲)の
6組 合 の な か か ら,「 ビ;、.'一一テ ィ ・コ ン テ ス ト」 でEETPUと シ ン グ ル ・ユ ニ オ ン協 定 を 締 結
し,労 使 協 議 制(CompanyAdvisoryBoard),職務 の 完 全 な 弾 力 化,振 子 仲 裁 に よ る フ リー ・







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































74一 ・一 経 営 論 集 一 一
・テ レビ部門910人,業務用tア コ ソ部門84人,合 計1,168人(同年3月15日現在はフルタイム
の男性従業員384人女性従業員566人,パー!・タイムは男性4人 ・女性59人で合計1,013人)の従業 員
の企業 に発展 して きて いる。A企 業の この ような発展 は,EETPUと の協約締結 をつ う じてあ
るいは それを契機 に導入 された労使関係の 「安定化」 のための諸方策 に支 え られ てい ることは
容 易に推測 され ると ころであ り,小 論の課題 である人事考 課=査 定 もそれ らの諸方策 とは無 関
係 ではな い。 したが って,A企 業 の人事考課=査 定 についての検討 は,そ こでの労使 関係や人
事 ・労務管:理の状 況についての 分析 が不 可欠であ るが,こ こではそれ らにたちい る余裕はない
　
の で,こ の こ とを 意 識 しな が ら,・人 事 考 課 ・=査定 につ い てみ る こ とに し よ う。 　
会 社 の 資 料 や ヒヤ リン グ調 査 で の説 明 に よ る と,6項 目の 「企 業 目標 」(BusinessObjectives)
の 第2に 掲 げ られ て い る 「"チー ム精 神 ・地 位 の 均 等"と い う企 業 文 化」(a``teamspirit/equal
status,・industrialculture)の発 展 とい う 「企 業 目標」 を 達 成 す るた め の17に お よぶ事 項 で 「グ
し
レイ ド昇進の機 会」 「業績査 定 と明確な改善 ・援助訓練」 が指摘 され るな ど,人 事考課=査 定
が重視 されて い る。 ところで,A企 業では,職 務格付け(jobgrading)による グレイ ド制(grade
sceme)が採用 され てい る。・第8表 にみ られ るよ うに,職 務 は0グ レイ ドか ら7グ レイ ドにい
た るまで7段 階に格 付け され,そ れぞれ グレイ ドには,た とえば,「0-0」 ～ 「0-3」,「2
-0」 ～ 「2-5」 とい うよ うに,さ らに3つ ない しは6つ に区分 され,賃 金が それ に対応 し
てい る。 明 らかにA企 業では,グ レイ ドの昇進 とそれ に ともな う昇給が行われ てい る ことが示
され て い る。以上 の グレイ ド制 お よびそれ と結 びあ った賃金構造 がいつ採 用 され たかは,ヒ ヤ
リング調査 で話題 とならなか った ので,明 らか ではないが,た とえば,グ レイ ド 「4-3」 「5
-3」 「6-3」 「7-3」 へ の昇進 に関 して1987年3月31日以前か らの従 業員を対 象 として
　
い ることな どか ら,1988年4月か らではなか ったか と推測 され る。
問題 は,「訓練 ・.卜位 グ レイ ドへ の昇進 ・配置転換 な ど,従 業員お よび 彼の職務 に影響 をお
よぼす い くつかの要素の決定 にあた って 査 定結果が 考慮 され る」 と 『従業員 ハ ン ドブ ック』
の11-3-1項 で規定 され,た とえば,グ レイ ド4で の昇進に あた って古参労働者 に要求 され
る もののひ とつ に,査 定結果が 「平均」(average)以上であ る こととされ てい る,人 車考 課=
査定 が どの ような しくみで,ど の ように運用 され ているか とい うことであ る。
A企 業 で は,エ シジ ニャ や 管 理 ・監 督 者 層 を 対 象 と して,職 務 知 識(jobknowledge),問題
分析 能 力(problemanalysis),決定 能 力(decisi。nmaking),企画能 力(planning),意思 疎 通 能
力(communicatiohs),責任 委 譲 能 力(delegation),創意 力(initiative),同僚 との 作 業す る能 力
(abilitytoworkothers),判断 力(judgement),自己 動機 能 力(self-motivation),リー ダ ー シ ッ
プ等 を 中心 とす る管 理 知 識 ・技 能 ・態 度 に つ い て の 査 定(performanceassessment)と,前記 の
グ レイ ド制 に 位 縁 づ け られ て い る者(gradedmembers)にた いす る査 定 とか ら,人 事 考 課=査


























コ メ ン ト*
出所:A企 業 の"G短 波4MembersPerformanceA♪Praisal"より。
注:*コ メン ト欄 につ いて上記の考課表の一般的 な注意事項の ひとつ と して,「 コメン ト欄 は被 考
課者および考課者のいずれに よって も記 入され得 る」 と記 されて いる。考課項 目ごとに被 考課'
者 ・考課者 によるコ メン トの記入欄が設 け られて いるの は,今 回の事例 研究 ではA企 業 のみ。
**該当す るレベルにチ ェ ックす る。
定 が 行 われ て い る が,こ こで は 後 者 につ いて み る こ とに す る。
グ レイ ド0か ら グ レイ ド7の 従 業 員 にた いす る人事 考 課 二 査 定 は,「職 務 知 識 」(expertise・職
務技術や仕事 に関す る職務上 の知識),「能 力」(ability・要求 された仕事を遂行す る能力),「注 意 力」
(attentiontodetall・要>1ミされた品質の製品を所与 の時間 内に生産する度 合),「弾 力 性 」(flexibility・
協働のための積極的な努 力や変化にたいす る態度),「意 欲 」(enthusiasm・上司等にたいす る態度),「意
思 疎 通 」(communica㌻ions),「出勤 状 況」(attendance),「残 業 」(overtime)の8つの考 課 項 目に
つ い て の,「 す ぐれ て い る」(exceptiohal),「平 均 以 上 」(aboveaverage),「満 足」(satisfactory),
「不 満 足」 〈unsatisfactory)の4段階 評 価 で あ る。 な お 人事 考 課=査 定 表 に,前 記 の 査 定 項Rの
それ ぞれ に つ い て 考 課 者 お よび 被 考 課 者 に よる コ メγ トを 記入 す る欄 が あ る こ とは,き わ め て
注 口 され な けれ ば な らな い(第2図 参照)。
以 上 の よ うに,た とえば,出 勤 状 況 や 仕 事 の 達 成 な ど客 観 的 ・具 体 的 な 項Uを 中心 とす る考
　
課 項 目であ るこ とや,被 考課者 の意見の記入が可能 であ る ことと ともに,つ ぎの よ うな考 課面
接 制が と りいれ られ てい る ことは,重 要 であ る。① 考課面接 に先立 って,考 課者 と被考課者 と
に よって考課 の ドラフ ト・コ ピーが仕 上げ られ,② 考 課面接 で は,考 課 老に よる第1次 考課結
果が被考課者 に フイ ー ドバ ヅクされ た うえで,現 在担 当 して いる職務 の業績 お よび開発に話 し
合 いの中心をお くとと もに,仕 事 の質 と量 の達成 度 と企業成績へ の貢献度 を評価 し,③ 考課結
果 につ いての被考 課者の コメ ン ト(同意もしくは不同意)の 記入を求め,④ 被 考課者 お よび考 課
　
者が それ ぞれ署名す る等の手続 きで,人 事考課=査 定が行われて い る。
以上の ように して得 られた考課 結果が どの ように使用者 に よって利用 され てい るのか とい う
点 について は,今 回の調 査で は詳 らか にす ることは で きなか ったが,1987年の賃金改訂 に さ
い して,1律4%の 賃上げか,1律3%プ ラス 査定分の賃上げ かをめ ぐる全 従業員の無記名投
76経 営 論 集













































































Structure,1stApril1991などの文書 よ り作 ♪兆
注)1.A-Gグ レイ ドは組 合員 にな る資格が あ る。 た だ しその 全員 が組合 に加 入 して い る
わ.けで はな い。
2.*合 弁 時代 に は.細分化 されていた。
**会 社資料 な らび に ヒヤ リング調査 で も不詳 。
・一 一人事考課=査 定 の日 ・英比較 一一77
票の結果,1律4%の 賃上げが決定 され,A企 業 の幹部 が,当 分の間考課結果 を賃上げ に反映
　・リンクさせ るとい う案 に固執 しない ことに決め た と記 され てい る ことか ら も,考 課結果 と処
遇 との リン クは,か な らず しも容易ではな い ように考 え られ る。
(2)B企 業 の 人 事 考 課=査 定
つ ぎにB企 業 に つ い て であ るが,B:企 業 も合 弁時 代 は,EETPU,AUEW,ASTMS,APEX,
TASS(以 上,前 出)・お よびUnionofConstruction,AlliedTradesandTechnicians(建築
工組合,UCATT)の6つ の 承 認 組 合 との 交 渉 が行 わ れ,非 公 認 の 「代 表 権」 を もつTransport
andGeneralWorkers'Union(運輸一般 労働組合,TGWU)が 存 在 す る 「複:数:組合 主義 」(mu監ti一
面onis⑩)の労使 関 係 の 企 業 で あ った 。 合 弁 の 解 消 ・単 独 経 営 へ の移 行 に あた って,1;300人
か ら800人 体 制 へ の 移 行=508人 の 人 員 削減 が 行わ れ る と と も に,シ ングル ・ス テイ タス,職
務 の 弾 力化,フ リー ・ス トライ キ等 を 内 容 とす る シ ングル ・ユ ニオ ン協 定 がEETPUと の 問 で
締 結 され,そ れ と同 時 に労 使 関 係 お よび人 事 ・労 務管 理 等 に関 る基 本方 針 を記 し た36頁 に お
よぶ 文 書 が 発表 され(1984年7月1g口),つい で,翌 年11月 に 『従 業 員 ハ ン ドブ ック』 が 発表 さ
　
れ た・TV・ そ の後V・TtRや 電 イ・レ ンジの 生 産 に も乗 り出 したB企 業 の従 業 員 数 は,今 日900
　
人前 後 で,マ ネ ジ ン グ ・ダイ レ ク タを トップ と し,以 下,エ グゼ キ ュテ イ ヴ ・マ ネ ジ ャー,シ
ニア ・マ ネ ジ ャ ー,ミ ドル ・マ ネ ジ ャー,チ ー ム ・リー ダ,キ イ ・オペ レー タ,一 般 従 業 員 の
7つ の職 位 に・賃 金 に つ い て は・Aを 最 低 ・Pを 最 高 とす る16グ レイ ドに 区 分 され て い る(第
9表参照)。
16グ レイ ドに区 分 され た賃 金 グ レイ ドに つ いて み る と,組 合 員 資 格 の な いMiddleManager
以 上=賃 金 グ レイ ドH以 上 につ いて は,今 回 の 調査 で は 詳 らか にす る こ とは で き なか ・,たが,
組 合 に 加 盟 して い るか 否 か は 別 と して,組 合 員資 格 を 有す る者 が格 付 け され て い るAか らGの
グ レイ ドに は,そ れ ぞ れ4段 階 の ラ ング(rung)が設 け られ て い る。 グ レイ ドの 昇 進 に は 職 務
の 変 更 が 前 提 とされ,ま た 同 一一グ レイ ド内 で ど の う ング に位 置 づ け られ るか につ い て も,B企
業 で はanAnnualMeritApPraisalと呼 ば れ て い る(『従業 ・・ン ドブ ック』5のa).入 事 考 課=
査 定 に もとづ いて 行 わ れ て い る。 それ で は,B企 業 の人 事 考 課=査 定 の し くみ とそ の運 用 は ,
ど うで あ ろ うか。
人 事:考課 篇 査 定表(AssessmentForm)をあ しが か りに整i理してみ る と,過 去12ヵ 月 間 の規
痒,欠 勤 状 況,時 間厳 守 状 況 を 考 課 項 目 とす る規 律 にか か わ る査 定(DisciplinaryAssessment)
と,つ ぎに み られ る よ うな それ ぞれ5項 目 を考 課 項 目 とす る 「作 業遂 行度 」(WorkPerformance)
と 「行 為」(Conduct)とに 関す る人事 考 課=査 定 とに よ って 行 わ れ て い る。 「作 業遂 行度 」に つ
いて は,「 作 業 の 量」,「作 業 速 度」,「作 業 に た いす る責任 感 」,ギ作 業 信頼 度」 お よび 「創 造 性 」
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(グレイ ドDおよびGに のみ)の5項 目にわ た って,「行為⊥ に?い て は5「出勤状 況」・ 「時 間の厳
守状況」(遅刻),「残 業」,「仕事 にた いす る態 度」(作業集団の一員として参加度合等),「弾 力性」
の5項 目にわ た って,「優秀」,「非 常に良 い」,「良 好」,「改善 の必要あ り」,「不 満足」 の5段 階
評価が チー ム ・リー ダに よって行われ る。な お,査 定に あた っては,考 課者 と被 考課者 との面
接→話 し合いが行われ,考 課者お よび被 考課者 は,そ れ ぞれ の意 見を超 人 した うえ で署名 をす
る とい うしく'みに な って い る。 署 名につ いて,「考課表へ の被考課者 の署 名 は,考 課結果 につ
いて理解 した とい う意味での署名 であ り,考 課結 果 につ いて同意す る ことが強制 され るもので
ゆ
はない」 と,B企 業 の人事担 当者 に よって説 明されて い る。
以上の ように,B企 業 の人事考 課=査 定 の考課項 目は,作 業の実績 や作業態度 に関す る客観
的な項 目を 中心 と してお り,し か も,考 課面接,考 課結 果の被考課者 への ブイ ー ドバ ック,・被
考 課者 の署名等妄,そ の実 施は きわめて 「公開性」(オープン)が高 い。 それ ばか りで はな く,





とい うように明記 され,考 課結果 にたいす る 苫情 申 し入れ が制度化 されて い ることは往 日され
なけれぽ な らない。
以上 の よ うな人事考課=査 定 と…体 とな ってい る 「賃金体 系は,忠 誠心 に適 切に報 い るもの
であ り,高 標準の 自己責任 ・弾力性 を促進す るものであ る と,会 社 ぽ信 じてい る。 この制度 と
ゆ
その 円滑 な運 用は,事 業活動の核心 的な もの であ る」 と,き わ めて重視 され てい るが,そ の具
体的 な運用 の様相 は,ど うで あろ うか。 この点 について の限 られ た今 回の ヒヤ リング調査 ・資
料検討 では,充 分 な考 察は可能 ではないの で,つ ぎの ようない くつ か の事 実を指摘 してお くに
とどめたい。 その1つ めは,人 事考課=査 定制度 が導入 された のは,1986年11月の こと(会
社側文書による)で あ り,考 課者の経験 も浅 く,資 金 との関 係で予定 され て いた幅 に考 課結果 が
あては まらな くな り,考 課結果 のか さ上げ が行わ れた'こともあ る こと,そ の2つ め は,考 課結
果如 何 に よっては,グ レイ ド昇進 も可能 であ るが,た とえば 「キ イー ・オペ レイターにな るの
に3～4年 は かか る〕 な ど,「Aか らGま で の昇進 には非常 に長 い歳月(averylongtime)を
ゆ
必要 とす る こと」,.3つめに は,た とえ.ぽ,1987年賃上 げに さい して,労 使協 議制(Company
MembersBoard)によ る全員1律8%の 賃上 げ と い う提 案 と全 員1律 の賃上 げ分5.5%プ ラス
査定分 の賃上 げ1.5%とい う会社側提 案 とをめ ぐる混乱な ど,査 定 分の賃上 げをめ ぐって しば
しば とい う表 現 も過言 ではないほ ど問題 が発生 してい る とい うこ とであ るd
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以上みて きたA企 業 とB企 業 とは,と もに単一一・交渉組合 と してEETPUと それ ぞれ 労働 協約
を締結 してい るの にたい して,つ ぎにみ るC企 業,D企 業のいずれ もは,労 働組合 を承認 して
いない企業であ る。 在英 日本企業に おけ る,承 認 労働組 合の不 在 と人事考課=査 定 との関 係を ,
検討す るあ しがか りのひ とつ と して もC企 業,D企 業 の事例 は興 味深 い ものがあ る と思われ る。
(3)C企 業の人事 考課=査 定
コン ピュータ用 プ リンターを主製品 と して198ケ年 に設 立されたC企 業の 人事考 課=査 定 に
つ いてみ るにあた って,さ しあた って同企業の労使関係 は,「広範 な事項 についての定期的討
議 に よって会社方針 について の理解 と従業員 の職務満足 を促進す るこ と」 を 目的 と して い る
が"Members'Council"とい う名 の労使協議制 の主導的 な労使 関係であ ること,な らび に平均勤
続期 間は18カH以 下,年 齢36歳 以上の ものはきわ め て少 く平均年齢 は24歳(作 業員は22歳)
なの
と,勤 続 期 間 が短 か くか つ若 年 の 未経 験 の労 働 者 が 圧 倒 的 多 数 を 占め て い る こ とを 指 摘 してお
くこ とが 必 要 で あ ろ う。
同 企 業 の 職 位 は,マ ネ ジ ング ・ダイ レクタ(製 造)以 下,ダ イ レク タ(部 門はゼネ ラル ・マネジ
ャー),マ ネ ジ ャ ー,ア シ ス タ ン ト ・マ ネ ジ ャー,ス ー パ バ イ ザ ー,チ ・ーム ・ リー ダ ー,オ ペ レ
イ タ ・ーとな って お り,1991年4月 現 在 の 賃 金 率 は第10表 の よ うに それ ぞれ の 職 位等 毎 に い く
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マ ネ ジャ ー
18500+
出所:C企 業の"Salary'ScateAPril91"によ る、
注:C企 業で の ヒヤ リング調 査(1991年8月1日)の さい,「 上級 オペ レイタ ーとス ー
パ バ イザ ーとの間に チ ーム ・リーダ ーが い る」 とい う説 明が あ ったが
,こ の表 か らは
チ ーム ・リーダ ーにつ いて は不明。
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・・ .… ・・DATE..、... .
PERSONNEL
注C企 業の人事耀 誼 定表は61Eiから構成 さ2i・一(い為が,第6面 購 課囎 とそれぞれの
項 目につ いての説 明 であ るの で割 愛 した。
82一 一 経 営 諸念 集 一 一
つ い て み る と,初 任 の1等 級 →6ヵ 月 後 の2等 級→ グ レイ ド2の オ ペ レイ タの3等 級→ 上級 オ
ペ レイ タ の4等 級 とい うよ うに区 分 され て い る。1等 級 か ら2等 級 へ の昇 進 は 自動 昇格 で あ る
が,2等 級 か ら3等 級 へ は,当 該 工 程(line)に?いて の2つ の技 能 と他 の工 程 の1つ の技 能 の
取 得 が 必 要要 件 で あ り,か つ 仕 事 の質 お よび 欠 勤 状 況 につ い て の査 定 に も とづ いて 行 われ,4
等 級 の上 級 オ ペ レイ タへ の昇 格 に あ た って は,す べ て ゐ工 程 の技 能 が 要 求 され るな ど,2等 級
へ の昇 格 を除 い て は,直 接 上 司の ス ーパ バ イ ザ に よる1月 と8月 との 年2回 の 人事 考 課=査 定
が 働 いて い る。
C企 業 の 人 事 考 課 二査 定 はe'すで に み てお い たA企 業 お よびB企 業 の それ と比 らべ て,き わ
めて 特 徴 的 で あ る。 第3図 の よ うに,① 被 考 課 者 の所 属 部 門 のC企 業 に お け る責 任 と機 能,②
部 門責 任 ・機 能 が それ ぞれ の 個 人 レベ ル で,'どの よ うに 達 成 され たか,③ 被 考課 者 に つ いて め
査定,④ 職 務 め改 善 ・発達,⑤ 職場 外 訓 練 に た いす る ニ ー ズ,⑥ 被 考 課 者 に よ る コ メ ン ト等 か
ら人 事 考 課 ・=査定 表 が構 成 され,「オ ー プ ン ・レポ ー テ ィ ン グ」(Open-Repo痴ng)方式 を と り,
「ツ ー ・ウエ イ 討 議」 と呼 ばれ る人事 考 課=査 定 面 接 に も とづ い て,考 課 が 行 わ れ て い る。 そ
れ と と もに,被 考 課 者 の査 定 に あ た って の考 課 項}liが,①作 業 標 準(workstandards),②細 部 『
にわ た る注 意 力(attentionondetail),③粘 り強 さ(tenacity),④弾 力 性(flexibility),⑤チ ー
ム ・ワー ク(teamwork),⑥文 書 に よる意 思 疎 通 力(writtencommunication),⑦口頭 に よ る意 ・
思 疎 通 力(oralcommunication),⑧組 織 目標 や 会 社 へ の コ ミ ッ トメ ン ト(commitment),⑨常 時
高水 準 の活 動 を 維 持 す る 気力(energy),⑩創 意性(initiative),⑪ス トレス にた いす る耐 性
(stresstolerance),⑫感情 の コ ン トロー ルカ(emoti・na璽control),⑱社 交性(rapportbuilding),
⑭ 感 受 性(sensitivity),⑮リー ダ シ ップ(leadership),⑯目標 達 成 の た め に行 動 を修 正 す る弾 力
性(behavioural.flexibility),⑰自主 性(independ6ncy),⑱説 得(persuasiveness),⑲問 題 分 析 力
(prob玉emanalysis),⑳判 断 力(judgement),⑳作 業 に 関 連 す る事項 の創 造 的 な解 決 を 生 む 革 新
性(innovativeness),⑫決 断 力(decisiveness),⑳数 的 分 析 力(numericalanalysis),⑳自分 自身
の時 間や 活 動 の 予 定 を 組 む コン トロー ルす る能 力(self'organization),⑳部 下 の 技 能 等 の開 発
(developmentofsubordinates)とい うよ うに,き わ え て 多岐 に わ た っ て い る。 以 上 の よ うな 多
岐 に 痴 よぶ 考 課 項 目に よ る"BehaviouralCrlteria"に関 して,「わ が 社 は,仕 事 や 目標 が適 時
'
かつ 螺 的な聯 で仕ぜ られ る とい うことのみ嫡 男 ・人ひ と りが,1;・i分の糊 に お・・て,
さ らには職務 を越 えて 他の人達 と うま く仕 事 しようと1人 ひ と りが努 め るこ とを要 求す る。弾
⑱
力性 と仕事を行 な う意思 がわ が社 での基本的 な特性 である」 と指摘 されて いる。
C企 業では,考 課結果 にたいす る不満 につ いて,苦 情処理 手続 に 申 し立て る ことができ ると
されてお り,こ の点 では,A企 業やB企 業 とは異 な らないが,こ れ までみて きた ように人事考
課=査 定 にさい して カ・ミー され る範:囲が広範 囲であ るこ と,℃pen-Reporting"方式 が採 用 さ
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れて い ること,考 課項 目が,仕 事の量 ・質 中心 の業績 考課 のみ な らず,能 力考課,"情意考課 を
も含む な ど,き わ めて多岐 にわた って い ることは,A企 業やB企 業の人事考課 ・査定 との対比
で往 日され なければ ならない。先 に指摘 してお いた労働組 合が不在の 「労使協 議制主導的」 と
い うC企 業の労使関係の特質 と:考課項 目の多岐性 とは無関係 ではない よ うに思 われ る し,ま た
同社の第1次 考課者=ス ・一パバイザが比較 的若 く必 ず しも考課 に習熟 してい る とは思 われ な い
ことと"Open・Reporting"力式 とを重 わ合わせ てみ る と,考 課面接 や苦情 申 し立てが制度化 さ
れて い るとはいえ,人 事考 課=査 定の客観 性の維持 ・確保 とい う点 で,若 干の問題があ りわ し
ないか とい う懸念 が しない こ ともない。
(4)D企 業 の 人 事 考St==査定
C企 業 と同 じ様 に労 働 組 合 が承 認 され て い な:いD企 業 で は,ど うであ ろ うか。
1986年か ら操 業 を 開 始 し,VTR,VTR用 部 品,TV部 品 の 製造 ・販 売 のD企 業 は,々
ネ ジ ン グ ・ダ イ レ クタ(社 長)以 下,ゼ ネ ラル ・マ ネ ジ ャー,マ ネ ジ ャー,シ イ ニア ・ズ ー'容
バ イ ザ ー,ス ーバ ・ミイザ ・一一)ジ ・ ニア ・4一一パ ・・イ ザ ー,ラ イ ン ・リプ ー,シrア 身 ペ レ
イ タ・ オ ペ レイ タを 職 降 す る・600人 余 の蘇 で あ る・1離 業 は・EPTPUか ら畷 瀦 へ
の働 きかけ が行わ れつつ ある ようで あ るが,前 述の ように労 働組合の未承認=不 在 の企 業で,
Two-WayMeetig(職場 労使懇談会),Sports&SocialClub(〃委員会),挫 報, .刀1.llヨめ
G・andM・mi・gMeeti・g(合同軌),M・ ・nirigMeeti・g(朝礼)等 に よ って 「労使 問 の1欄 」
ゆ
が 計 られ て い る との こ とで あ る。
D企 業 で は,オ ペ レイ タL=Aグ レイ ド,シ ニア づオ ペ レイ タ ー ・・Bグ レイ ドか らGグ レイ
ドの マ ネ ジ ャ ー に いた る ま で7つ の グ レイ ドに 区 分 され て お り,圧 倒 的 多 数 の478人 .(非製造
部門の8人 を含む)はAグ レイ ドに格 付 され て い る。 この グ レイ ド制 は,Cグ レイ.ド=ラ イ ン ・
リー ダー,Dグ レイ ド=ジ .ユニア ・ス ・一;パー バ イ ザ ー,Eグ レイ .ド==スh一一パ バ イ ザ …ー,..Fグレ
イ ド=シ ニア ・ろ 一 パ バ イ ザ ・ー一一,Gグ レイ ド=マ ネ ジ ャー とい う よ うに職 位 と対 応 して い るだ
け で.はな く,人 事 考課=・査 定 の さい の 評 価 点 の グ レイ ド毎 の 相違 な ど と も関連 して い る。
D企 業 で は,『 従 業 員 ハ ン ドブ ック』 で,た とえ ば,入 社 や 企 業 内 で の 昇 格 は,客 観 的 な 基
準 や 人 事 考 課 に も とづ い て 行 われ る こ と,1人 ひ と りの 昇給 の 決 定 に あ た って は 考 課 結果 が考
ゆ
慮 され る こ とな どが 強 調 され,人 事 考 課=査 定 が 重 要 視 され て い る。 人 事 考 課 二査 定 頃 日は,
年 間 の 「出 勤 状 況」(attendance),仕壌 ・会 社 ・同 僚 に た いす る態 度 や 弾 力性 に た いす る積極 的
等 の 「態 度」(attitude),仕事 量 や成 果 ゐ 改 善 ・時 間 お よび コス ト節 減 に む け て の 「創 意 性」
(initiative)を内容 とす る 「自己 管理 」(selfmanagement),「作 業 の質 」(qualityofwork),「作


















































































































































督:々」(supervisor)を内 容 とす る 「全 般 的 な 業 績 」(overallachievement),「専 門 的 技 能 」(special・
istskill),「管:理能 力 」(management)を内 容 とす る 「潜 在 的 能 力 」(potentialcapab三1ity)とい う
　
項 目にわた ってい る。 もちろ ん,こ れ らの考課項 目すべ てが,A～Gグ レイ ドのすべ ての グ レ
イ ドに適用 され るわけで もない し,ま たそれ ぞれ の グ レイ ドに よって考課項 目お よび評 価点は
異 な ってい る。 それぞれ の グ レイ ドの合計評価点 は,100点で はあ るが,第11表 にみ られ る
ように,グ レイ ドAお よびBの 従 業 員につ いては,「創造 性」 「監 督 力」 「管理 力」 が非考 課項
目とされ,考 課項 目のそれ ぞれ に配分 されて い る評価点 は,グ レイ ドAお よびBの 直接 員 と間
接 員 との問 では区別 され て いないが,C以 上の グ レイ ドで は,同 じグレイ ドに格付 され て いて
も,考 課項 目お よび考課項 目毎の配点 は異 な ってい る。
以上の よ うな しくみか らな るD企 業で の人事 考課=査 定 の具体的 な運用 の状況 につ いては,
詳か ではないが,「 口:本では従 業員 は欠勤 しない こ とが前提 にな って いるが,当 社 ではオペ レ
イ ターに関 しては 出勤状況 が1番 重要」,「同一 グ レー ド内での賃金 の最 高 ・最 低の幅 はほ ぼ10
%」,「1985年入社の従業員の なかにはス ーパバ イザーに昇進 してい る者 もい る」 等 の,ヒ ヤ リ
ング調査 でのマネ ジャーの発言,と りわけ,同 企業の 『従 業員 ハ ン ドブ ック』 の人事 考課=査
定 にかかわ るところで,「 いつ で も個 人的な問題や仕 事にかかわ る事 項につい て提起す る こと
が で きる」 と規定 され てい るに もかかわ らず,「考課結果 にたいす る 苦情 申 し立てば させ ない
ように してい る」 とマネジ ャーに よって語 られ てい る こと等か ら,そ の実態の い った んをか い
ま見 る ことがで きるよ うに思われ る。
以上見 て きた,イ ギ リスに進出 してい る電 子 ・電機 ・同部品 関連の 日本企業4社 におけ る人
事考 課=査 定 の事例 について,若 干整理 してみ る と,お お よそつ ぎの よ うに言え よう。
その第1は,ブ ル ーカラー労働者へ の人事考課=査 定 の導入 が容易 ではな く,そ の 普及度 も
低 い イギ リスであ るに もかかわ らず,調 査対 象の4社 のいずれ もが,人 事考課=査 定 を実施 し
てい るとい うことであ る。 人事考 課=査 定 を基底 とす る 「競争主義 的職場秩序」 の も とに あ る
日本 人に とっては,人 事考課=査 定に よる処 遇は 「当然」 の こと とされ がちであ るが,調 査対
象 のす べての企 業で人事考課=査 定 が実 施 され て いる ことは,S.グ リーヴ とN.オ リヴアの表
ゆ
現を借 りれ ば,「印象的」(strikip9)と言わ ざるを得 ない。4社 の うち2社 がEETPUと 「プ リ
ー ・ス トライキ」協 約を締結 し,他 の2社 は労働組合 を承 認 して いない とい うことに もみ られ
る ような労使 関係のあ り方 とも無 関係ではない よ うに考 え られ る。
その第2は,業 績 は もちろんの こ と 「社交性」 「判断 力」 「感情 の コン トロ 一ールカ」 等 と多岐
にわた って考課項 目とす るC企 業 を除 く企業 は,た とえば,出 勤状 況や仕事の達成度,職 務上
の知識 ・技 能な ど,比 較的,具 体性 ・客観性の あ ると考 え られ る項 目を中心 と してい る ことで
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あ る。 ひ と しくβ本企業 であ るに して も,「人物考課」 とい う言葉 がまか りとお るほ ど 「情 意
考課」 「能力考課」'を重視 してい る在 日日本企 業 との対比 で,以 上の こ とは注 目され なけれ ば
な らない。
その第3は,考 課結果の最終決 定以前の段 階 での考 課面接 を通 じて,考 課結 果の被考課者へ
の提示,考 課結果 をめ ぐっての考課者 ・被考課 藩閥の討議,.両当事者 に よる署 名が,さ らには
企業 に よって考課結果 にた いす る被考諜者 の意 見記 入が,制 度化 され保証 され てい るこ.とであ
る。在英 日本企 業 でぽ,こ の4社 の事例 にみ られ るよ うに,人 事考 課=査 定が 「ガラス張 り」
に行われて い るどいえ よ う。
その第4は,「 苦情 申立てを させ な い ように してい る」 とい う 企業 がみ られ るにせ よ,す べ
て の企業が,考 課結果 に不満 足な被考課者 に よる苦情 の申 し立てを,人 事考課=査 定に関す る
独 自の苦情 申 し立で制度 に よるか,通 常 の苦情処理制 度に よるかは ともか くとして認 め,制 度
化 してい る ごとであ る6
以上は,在 英 の 日本企 業4社 の人事 考課=査 定 についての事例調 査か らの,さ しあた っ・ての
若 干 のま とめ にす ぎない。 したが らて,こ の こ とか ら,在 英 のす べ ての 日本企 業におけ る人事
考課=査 定 につ いて一般化 して発言す'るごとに,た め らいを感 じないわけ ではないが,企 業や
企 業内外の労使 関係等のあ りように よって一・*k'ではな㌔・に して も,「平等 主義」 ・arateforthe
jOb'を伝統 的な原則 とす るイ ギ リスの土壌 に即応 す る よう,モデ ィフ ァイ されつつ導 入 ・実施
され てお り,い わば,躰 型 人事考課 一碇 の 「イ ギ リス凸 と'も、、え るのではなかろ うか。
・'W・ お わ り に
この小論 で事例研究 の対象 とされ たA企 業 お よび 倉企業 の,合 弁企 業か ら単独経営 への移行,
C企 業 とD企 業 との新設 ・創業 の時期 は,イ ギ リス経 済の危機 の深刻 化 ・国際 競争力 の低下を
背 景に,1980年 「雇用法」(EmployMentAct)改訂,82年 「雇fFJ法」 改訂,84年 「労働組合
法 」(TradeUnionAct)改訂 とあ い つ ぐサ ッチ ャー政 権 に よ る労働 組 合運 動 「改 革」=弱 体 化 政
ゆ
策 め も とで・ 労 働 組 合 員 数 の 減 少(1979年13,289,000人→86年10,539,000人),ストライ キ 件数
の減 少(1979年2・125件→$6年1,174件),炭鉱 争 議 の 背 返 ,EETPUの=「 薪 現 実 主 義(newreal-
1・m)路線」'の展騰,イ ギリス労働船 罰 の麟 撤 退の時ゴ切であっ遭 また失業都 ,
1979年の ユ,175・000人か ら84年 に は2,911,000入と増 大 し,と りわ け 男性 失 業 者 は 激 増 した
(1979年847・000人→84年2・034,000人)li討び1でもあ った 。・以 上 の よ う.な労 働 組 合 運 動 の 後 退 ・大
量 失 業 の存 在 ・就 業機 会 の減 少 ・失 業 へ の恐 怖 等 と い う圧 力 を最 大 限 に利 用 し,か つ 政 府 の 労
働 組 合 弱体 化 政 策 と結 び あ って,使 用 者 に よ'って,"macho-management・(「男 らしい経常」)戦
一一一H一一人事 考 課=査 定 の 日 ・英比 較 一 一87
略 へ の転 換,労 働 組 合 の 否 認 も し くは フ リー ・ス トライ キ協 約 の 強 要,人 的 資 源 管 理(human
resourcesmanagement)の導 入 等・が こ こ ろみ られ た こ とは 間 知 の と ころ で あ る。
A企 業,B企 業,C企 業,D企 業 は,大 量 の 失 業者 。労 働 組 合 運 動 の退 潮 の著 しい地 域 か,
いわ ゆ る グ リー ン フ ィ"ル ド ・サ イ1・(greenfieldsite)に位 置 す る企 業 で あ る。 と ころ で,N.
オ リー ヴ ァとB.ウ イ ル キ ソ ソ ン(NickOlver&BarryWilkinson)によっ て,
「在英 日本企業は,競 争相手の企業 よ りも生産戦略 と人事 ・労使関係戦略 とを よ り良 く適合 させてい
るよ うである。 しか し,そ れは 日本の経営 者が,生 産戦略に人事 ・労使関係戦略を入念 に調和 させ る
ことの重要性に気づいてい るか らか,そ れ とも,グ リー ンフ ィール ド・サ イ トで の新設 会社である と
い う事実 によって 日本的な もの との同調が容 易に行われ てい るか らか?」。「前者の理 由は ご く僅かで,
後者の理 由の方が多い」。「新 しい生産方法 を首尾 よ く働かす ためには,労 働者の これ まで とは異 った
態度や行動を必要 とするが,焼 成の状 況のもとでは転換は困難 であ る。 明 らかに,日 本企業は,敵 対
的な労欄 鷹のいかなる歴史●制限棚 獺 律 よるいかな納 題既 成硝 使節 や鵬 益の案化
にたいするいかなる抵抗にも直面 していない」
と指摘 され てい るよ うに,グ リー ンフィール ド・サイ トは,労 働組合 の組織化 がイギ リスで も
っとも低 くかつ,イ ギ リスρ既 存職場 で現 に存 在 している制限的労働慣 行や変化へ の抵抗 のみ
られ ない地 域であ り,し か も相対 的 に低賃金 の若年不熟練 労働者が豊富な地域であ る。
この ような地域 に新 たに進 出 し,イ ギ リスの伝統的な労働 組合運 動や労使慣 行の経験を もた
な い(も っているとしてもその経験のごく浅い)若 年 の未熟練労働者 を圧 多的多数の労働 力 として
い る職場 であ るか ら こそ,労 働組合 を承認す ることな く,イ ギ リスの ブル カラー労働 者にな じ
く
みのない人 事考課=査 定が導入 ・実施 され てい るのであ る(C企業 ・D企業の事例)。あ るいは,
A企 業やB企 業の事例にみ られ るよ うに,大 量 の失業者 の存在 ・雇用 不安の深刻化 とい う圧 力
の も とに強要 され た フ リース トライキ協約を基底 とす る労使関係の労使協 調化 と一体 とな って
人事考課=査 定 が実施 され てい る とい え よう。A企 業,B企 業,C企 業,D企 業で の人事考課
=査 定 を可能 に一してい る以 上の よ うな特殊 な条 件が見 落 され てはな らな い。 しか も,そ うした
もとにお いてす ら,す でにみておいた よ うに,考 課項 目が 「業績」 や 「仕事」 に限定 され,被
考課者への考課結果 の フィー ドバ ック ・対等 の考課 面接 ・考課結果 にた いす る被 考課者の意見
の考課欄への記 入 ・署名 ・考課結果 にたいす る苦情申 し立 て等 が制度化 ・保 証 され るな ど,モ
デイフアイ され,「 イギ リス化」 され てお り,在 日目木企業 でめいわゆ る日本型人事考 課二査
定 とは,著 し く異 ってい る。
以上 の よ うな点 を捨象 して,A企 業,B企 業,.C企業,D企 業 で人事考課=査 定 が行われ て
い やとい うことか ら,人 事考 裸『査 定,ひ いて は 「日本的経営」 等の 「普遍性」「合理 性」 「移
転 可能性」 を精急 に導 くことはで きな い。 この点 に関 して,イ ギ リス企業が 日本的 な方法 を採
用 し'ようとすれ ば,労 働脅 はそれ にいや応 な ぐ適応 す る以外に途 は な く,さ'もなければ解雇 さ
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れ るか も知 れ な い とい うP.ブ リヅ グス(PamelaBriggs)の指i滴や,
「イギ リス企業が 日本的な方法 の導入 ・適応 を試み る とすれば,手 ごわ い障害や克服 されなければな
らない既得益 がいぜん として残 っている。 低 グ レイ ドの ホワイ トカラー労働者や ブル ーカラ
ー労働者 からの抵抗 と同 じほどの管理 的サービス ・クラスからの抵抗 が少 くとも起 り得 る」















Indttstrial:Relations,Vol.27,No.2,1989等を は じめ と して 多 くの著 書 ・論 文 が発 表 され て い る。
またTUC(TradesUnionCongress)の1991年 年 次大 会 でMSF(Manufacturing,Science,.
Finance)によって,口.本 的 な労 使 関 係 戦略 は エイ リア ンであ る と して反 対 す る動 議 が可 決 され るな
ど(木 元 進 …郎 稿,臼 木 的労 使 関 係 の 矛盾,そ の 局面,1'労働 運 動』325号,1992年),労 働 運 動 の分
野 か ら も関 心 が高 ま つで い る。
(3)稲上毅 著 『現 代 英 国労 働事 情 』 東 大 出版 会1990年,徳 永重 良 ・野 村 正 實 ・平 本 厚共 著 『日本 企業
・世 界戦 略 と実 践 』 同 文 館1991年,石 田 光男著 『賃 金 の社 会科 学 一 日本 とイ ギ リスー 』 中央 経 済 社
1990年等 で若 干 と りあ げ られ て い る。 また,S.GleaveandNickOliver;TheManagemen'tOf
HumanResourcesJaPaneseManufacturingComPaniesintheUK,TheCasesofHaアa,Koma-
tsu,Matstishita,MarrakandTakiron,AJapaneseManagementResearchUnitPaper,Cardiff
BusinessSclloolによ る事 例 研 究,お よび(注10)で あ げ てお い たC.YuandB.Wi1kinsonによ
るア ンケ ー ト調 査 に も とつ く研 究 があ る。
(4)橘木 優詔 編 『査 定 ・昇 進 ・賃 金決 定 』 有 斐 閣,1992年,17頁,高 橋 祐 吉 稿,現 代 日本 の企 業 社 会
と賃 金 ・昇 進管 理(『 社 会政 策 学 会年 報 第36集 』1992年,25頁,日 経連 職 務 分 析 セ ンター編r新
人事 考 課 制度 の設 計 と活 用 』 日経 連,1989年,19頁 な ど。
(6)J.Atkinson;Flexibility,Uncertaint夕andManpowerManagement,InstituteofManpoWer
StudiesReportNo.89,1986.
⑥ 木元 進 一 郎稿 「日本 的 労務 管理 」 と弾 力 化一 国際 比較 のた めvr一一一,『経 営 論 集』(明 大)39巻1
号,1991年で み て お いた。
(7)Incomes'DataServices;ApparaisingMannualWorkers'」%痴7翅σ"oθ,IDSStudyNo.442,
September1989,P.1.
(8).P.Wickens;oP.cit,,p.123(佐久 間 賢 監訳 『英 国 日産 の挑 戦 』 東 洋経 済新 報 社,1989年,145頁)




ω 日本 で の人 事 考 課=査 定 の 普 及 の推 移 に つ い てみ る と,1953年は42%,1956年 は77%(以 上,森
五 郎 著 『戦 後 日本 の 労務 管 理 』 に よる),1963年は87.1%,1968年は95.2%,1973年は96.5%(以
上 『日経 連 労 務 管理 制 度 調査 』 に よる)と 普及 しつ づ け て きた。
⑫ た とえば,鈴 木 良始 氏 に よる最近 の2つ の研 究 「競 争 主義 的 労 働 者 像へ の反 綱 」(札 大 『経 済 と経
営』23巻3号,1992年),「 『能 力 主 義 管理 』 と・日:本の労 働者(『 前掲 誌』23巻4号1993年)や 黒 田
兼 一 稿 「職能 資 格 制 度 と競 争的 職 場 秩 序」(木 元進 一 郎 編 『著 激動 期 の 日本 労務 管理 』 高速 印刷1土1版
事 業 部,1991年)な ど。
⑬NationalEconomicDevelopmentOffice;ChangingWo7碗〃gPatterns,Howcomψanies
ackieve.flexibilitytomeetnewneeds,1986,P.61,IDS;op.cit.,P.19,稲木 俊詔 編 『前掲 書 』
2頁 等
¢のNationalEconomicDeveloprr}entOffice;ibid.,P,59.なおN.01iverとB.Wilkiosonは,
人 事 考 課=査 定 は職 場 の組織 の結 束 に潜 在 的 に ダ メー ジを 与 え,そ れ は 協力 を 目指す もの で は な く,
それ に よって忠 誠 は失 わ れ る とい うよ うに指 摘 して い る(N.Oliver&B.Wilkinson;opLcit.,P.
154)'。
as)木元 進 一郎 編 『著 現 代 臼木 企業 の 人事 管 理 』 労働 旬 報 社,1981年の 第 三章 昇 進 ・昇格 管 理 の形 成
と動 向。
⑯ 日経 連 『ME化 の 進展 と企 業 の対 応 一 聯揚 の活 性化 と労 使 関 係 の安 定 を求 め て一 』1984年,
な お,日 経 連 「新 職 能 資 格 制度 一 設 計 と運 用』 日経 連,1980年 で 人 事 ・労務 管理 の 「トー タル ・
シス テ ム化」 が 提 唱 され てい る。








㈲ 鈴 木 良始 稿 「能 力主 義 管 理 」 と 日本 の労 働 者(前 掲 『経 済 と経 営』23巻4号)は 「業績 考課 」 「能
力 考課 」 「情 意 考 課 」 の 内容 に た ち い った 分 析 を行 って お り,負 うとこ ろが 大 で あ る。
⑳ た とえ ば,「 執 務 評 価 」 の要 素 と して,日 経連 『能 力 主義 管 理 』196g年411頁 で 重旨摘 され て い る
「積 極 性 」 「協 調性 」 「責 任感 」 等 は,「 情 意 考課 」 項 目と同 じ もの と解 され る。
⑫9日 経 連 職 務分 析 セ ンタ ー編 「前 掲 書』17頁
㈲ 高橋 祐 吉 稿,前 掲論 文,r社 会政 策 学 会 年報 第36集 』1992年26頁 。
伽 わ が 国 では,人 事 考 課=査 定結 果 は,欧 米 の場 合 と異 な って 多年 に わ た っ て累 積 され,累 積 され た
考 課結 果 に よ って,差 別処 遇 が 行わ れ て い る。 前記 の 日経連 職 務 分 析 セ ンタ ー編 の 『新 人事 考 課 制 度
の 設 計 と活 用』 は,「 昇 進 ・昇 格 に反 映 す る人事 考 課 は 長 期間 の考 課 結果 を 累積 して 反 映 す る 例が 多
く,そ の ためr減 点 』 を受 け た場 合,容 易 に リカバ リーで きな い」(19頁)と 述 べ てV'iる。'鈴木 良 始
氏 は累 積 考 課 に よ り 「『能 力 主義 管 理』 の 『相 対 的 区分 』 が は っ き りと顔 を 出す のは,昇 進 に せ よ昇
.格に せ よ,労 働 人生 の後 半 部 分 に 差 し掛 か る ころか らで あ る。 そ れ 以 前 は処 遇 の違 い は大 き くな い」
(鈴木 良始 稿,前 掲論 文,65頁)と 述 べ て お られ る。 な お,花 田 光 世稿,人 事 制 度 に お け る競 争 原 理
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の実態一…一昇進 ・昇格の システムか らみた 日本企業の人事戦略一(『 組織科学』21巻2号,1987年)
は,入 社後A社 では12年め,B社 で は4年 め,C社 では10年め,D社 では6年 めに,大 卒社員 の昇
進 ・昇格差別が行われて いることを キ ャ リア トリー法に よる事:例研究に もとづい て明 らか に して い
る。労働翁 これか らの賃金制度 のあ り方に関す る研究会は,「毎年行 っている人事考課の5年 分を累
積 して分析 し本人 の能力の中で どこが,何 が,ど う優れてい るか を とらえ,こ れを この後の評価,育
成 。活用に結びつけてい く」 こ とを主張 している。
㈱ 日経連職務分析 セ ンター編 『前掲書』19頁。
⑳ 熊 沢誠著 『日本的経営 の明暗』筑 摩書房1989年60～61頁お よび十名直喜藷 『Ll本型 フレキシ ビ リ
テ ィの構造』法律文化社1993年24～25頁など。
㈹ 木元進一郎編著 『激動期の 日本労務管理』高速印刷出版,.1991年,木元進一郎稿,前 掲論文 『経
営論 集』(明大)39巻1号,'木元進一郎稿 「構造調整」下 の資本蓄積 ・「合理化」・労務管理,明 治大
学企業経営研究会編 『構造転換 と企業経営』動草 書房,1993年な ど。
BDS.Gleave&N.Oliver;op.cit.,発行年不詳
㈱ 例えば,ζ の点については,内 藤 則邦稿;イ ギ リス東芝の ノース・トライキ協定につ いて,『立教経
済学研究』37巻4号 がす ぐれてい る。
㈹A企 業の会社資料"BusinessOのgo伽〆'eこよれぽ,「企業 目標」 として,① 適切な時 に適切な コ
ス トで,か つ高品質,高 信頼の適切 な タイ プの製品を提供す ること,② 「チ ム精神 ・地位の均等」
(TeamSpirit/EqualStdttus).とい う企業文化を発展 させ る こと,③ 労働組合 ・労使協議制(COAB)
との協力,④ 積極的製品供給者 としての態度 の発展,⑤ 地域社 会への:貢献,⑥ イギ リスおよび ヨー
ロッパへ の十分な貢献 とい うよ うな6つ の項 目があげ られている。
鋤 石 田光男氏が,11)SReportにもとづ いて掲げ られてい る,1982～85年お よび1989年のA企 業の
paystructureの推移 か らも推測は可能で ある(石 田光 男著 『前掲書』197～8頁)。・
㈲1987年 に行われたA企 業"JobSatisfactionSurvey"によれば,同 企業 で 「出世す る」(geton)
ため の重要要素 として,従 業員が どの ような要素を考えているか とい うことに関 して,勤 勉(head
work),出勤率(agoodattendancerecord),時間に正確(goodtime・keeping)等,仕事 にかか
わ る要素を指摘 していることか らも,以上の ことが言 える(注2で あげておいたM.Trevor;op.cit.
村松 司叙 ・黒田哲 彦訳 『英国東芝の経営革新』東洋経済新報社,1990年,204～205頁)。
㈱A社 のt`ComPletingPerformaneeAPPraisalDocument-NotesforGz{idanee"および
GreadedMembersにたいす る'"・PerformanceApPraisal'表に よる。 なお,考 課結果等にた いす
る苦情については,「従業員ハ ン ドブヅク」にすみやかに上 司と話 し合 う(discuss)ことと規定 され
ているだけで,ア ピール制度はな く通例の苦情処理で処理 されているのではなし.・か と思われ る。
㈲M.Trevor;op.cit.,『前掲邦訳書』175:頁
㈱ 徳永重 良 ・野村正実 ・平 本厚共著 『前掲書』第5章 およびTonnyPegge;"Hi㌻achitwoYears
On",in、PersonnelManagement,October1986および会社側文書等 による。
⑳B企 業の文書では1990年2月現在実績 で 月平均直接員712人,間 接員240人計952人となってお
り,1991年1月の予 算人員では 直接員645人,間 接員242大計887人となってい る。 そのほかに夏
季 お よび ク リスマス期 た臨時労働者が採用 されてい る。





⑭C企 業での ヒヤ リング調査(1991年8月1日)に よる。
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㈲C企 業 の"APPraisallnterv.iew,GuidelinesforAPPraisal","APPraisingj距痴 ノ翅碑oo"と 題
す る従 業 員 む け の パ ン フ レ ッ ト,"PerformanceAPPraisalForm"や上 記 ヒヤ リン グ調 査 に よる。
㈹D企 業 で の ヒヤ リン グ調 査(1991年7月L2si」)お よび 同 社 の 文 書 に よる。
㈲D企 業 の"EmPJoyeeHandboofe"の4-3,3-2-2等に よ る。
99D企 業 の"NotestoComψanptChart"とい う文 書 に よる。
働S.Gleave&N.Oliver;op.cit.,p.34
働P・ デ イ ッケ ンス とM・ サ ベ ー ジ(P.Dickens&M.Savage)は 「目木企 業 の イギ リス化 」(the
BritishisationofJapaneseIncustry)とい う概 念 を ,「イ ギ リス企 業 の 日本 化 」(theJapanisationof








劒 在 イ ギ リスのHoya,K:omatsu,Matsushita,Mazak,Takironの事 例研 究 を行 ったS.グIJ'一一ヴ
とN.ナ リー ヴ ァは,「 日本 企業 は,西 洋 で の 日本 的 経営 方 法 の適 用 性 に つ い て注 口す べ きテ ス ト ・
ケー スを 提 供 して い る。5つ の企 業 の 比較 は,日 本 的 人 事 管理 の理 想 型(idealtype)からの 多 くの
変化 を 示 して い る」(S.Gleave&N.Oliver;op.cit.,P.36)と述 べ てい る こ とは,注 目す べ きで
あ る。 また在 英 日本 企'業の人 事 考課 の実 態 につ い て ア ン ケー ト調 査 を 行 ったC.イ エ ー とB.ウ イ ル
キ ン ソ ンは,「 在英 日本 企 業 の人 事 考 課 雲査 定 は 日本 で の典 型 的 な 方法 と似 て いな い」(C.Yu&B.
Wi童kinson;eP.cit.,p.25)と指摘 して い る こ と も注 口す べ き であ る。
㈹P.Briggs;"op.cit.",in.lndustrialRe/ations∫ournal,Vol.19,No.1,1988,p.29.
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〔追 記〕
本稿は,1993年8,月末 に脱稿 した もの であ り,そ の後筆者 は,「い まなぜ人事考課 ・査 定の
r見直 し』か一 『日本 的労務管 理』の新展 開 との関連 で」と題 す る文章 をr労 働運動』誌(1993
年12月 号)で 発表 して おいた ことを付記 しておきたい。
